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特定疾患（５１）対象患者は、年内に手続きすれば 

３年間自己負担金経過措置あり 

（５１）の受給者証の有効期限は１２月３１日までです。１月からは（５４）に変更となります。 

 

１月から改定される（５１）特定疾患の扱いに関

する通知の発出が遅く保険医新聞での案内に間に合

いませんでしたので、FAX にて情報をお送りいたし

ます。なお、まだ不明な部分がありますので、判明

している分について案内いたします。手続きに関す

ることは「大阪府健康医療部 保健医療室健康づく

り課 疾病対策グループ」（代表電話）06-6941-0351
となります。患者が難病申請を行う受付窓口は府下

の保健所となります。 
①「難病指定医療機関」の申請はお済でしょ

うか？ 

指定医療機関でなければ、１月以降に難病患者の

受給者証の取扱いができなくなります。「指定医療機

関」には、指定医・協力指定医がいなくても指定申

請ができます。年内に指定を受けている必要があり

ますので、お忘れないようにお願いします。 
 
②継続して受診が必要な患者は、１２月末ま

でに現在の疾患で「更新手続」を行えば、経

過措置対象者（継続療養患者）となり、自己

負担額の経過措置を受けることができます。 

更新手続きが終了していない患者がいましたら、

１２月末までに手続きを終了（窓口受付は１２月２

６日、郵送の場合は１２月３１日消印有効）するよ

うに促してください。年内に「更新手続」すれば、

２０１７年１２月末まで３年間自己負担限度額の経

過措置を受けることができます。なお、年内に「現

行の更新手続」を行うため、書類の記入は主治医が

行うことが可能です。しかし、追加された疾患など、

新しい申請書を使用する場合の記入は「難病指定医」

のみとなりますのでご注意ください。 
 
③現在「特定疾患登録者（軽快者）」となって

いる患者で、公費対象となる症状がある場合

は、１２月中に申請し、認定されれば自己負

担金額の経過措置対象者となれます。 
軽快者の制度は１月以降なくなります。現在、軽

快者となっている患者で状態が悪い場合は、１２月

中に手続きをし、認定されれば、経過措置の対象と

なります。 
 
④公費負担番号は「５１」から「５４」に変

更となります。さらに、「経過的特例」と「そ

れ以外（原則）」と分類されます。 

 現在５１の受給者証を持ち、「継続」となる場合は、

「５４ ２７ ５０１ １」（白色）となります。 
 「それ以外（原則）」（新規など）の場合は、 
「５４ ２７ ６０１ ９」（ベージュ色）となります。 
 
⑤（５４）特定疾患の医療費助成における自

己負担上限額（月額）は、「経過的特例」と「そ

れ以外（原則）」に分かれます。 

なお、患者負担割合は２割（現在１割の方

はそのまま１割＜例：後期高齢者＞）で計算

し自己負担上限額までとなります。 

窓口で自己負担上限を管理するために「自己

負担上限額管理票」で行うことになっていま

す。ご注意ください。  



 
●同月に利用した医療費（入院・外来・薬代・訪

問看護の自己負担）を合算していき、自己負担上限

額（月額）まで達した時は、その月はそれ以上の自

己負担がなくなります。（その超えた分が医療費助成

の対象となります。） 
月額自己負担上限額の管理は、「自己負担上限額管

理票」を指定医療機関の窓口で提示することで行い

ます。 
医療費助成を受けるためには、必ず、「医療受給者

証」と一緒に「自己負担上限額管理票」が必要です。 
 

※自己負担がない方（生活保護受給者）には「自己

負担上限額管理票」は交付されません。 
 

●管理票での「自己負担額」は、特定医療費（指

定難病）〔法別番号 54〕の適用後の金額をいいます。 
患者様が認定を受けている他の公費負担医療制度

（例：老人医療費助成〔法別番号 88〕）などによる

自己負担額（1 日 500 円など）は、この管理票に記

入する「自己負担額」ではありませんので、ご注意

ください。  

 

（例）月額自己負担上限額 2,500 円 患

者負担割合２割（元保険 3 割負担の方） 

○月１日の医療費総額（10 割分）※が

10,000 円の場合 

※医療受給者証に記載のある指定難病の治療。 

         

①健康保険の適用 

②特定医療費（指定難病）〔54〕の適用 

・保険請求分 7,000 円 

・公費請求分〔法別 54〕1,000 円 

・自己負担額（2割）2,000 円（管理票に記入）   

  
○月１５日の医療費総額（10 割分）※

が 5,000 円の場合 

※医療受給者証に記載のある指定難病の治療。 

         

①健康保険の適用 

②特定医療費（指定難病）〔54〕の適用 

・保険請求分３,５00 円 

・公費請求分〔法別 54〕1,０00 円 

・自己負担額（2割）500 円（管理票に記入） 
          ＊上限に達したため 500 円

(それ以外（原則）） (経過的特例）
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